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持続可能な社会の構築と
環境教育について

我 が国は、少子高齢化や、地方から都市への若年層を中心とする流入など、地方の若年人

口、生産年齢人口の減少が進んでいる。このことは、耕作放棄地や手入れの行き届かない

森林の増加、生態系サービスの低下などにつながっているなど、環境保全の取組にも影響を与える

ものであり、環境、経済、社会の問題について、統合的な課題解決による地域の統合的発展が必要

とされている。一方、世界でも、2015 年に、国連において、持続可能な開発目標（SDGs）（図

1）を掲げる「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されるなど、大きな動きがあっ

た。

　こうした国内外の動向を踏まえ、2018 年に策定された第 5 次環境基本計画では、国全体の持

続可能性に向けて各々の地域が持続可能である必要性がとりあげられ、地域がその特性を活かした

強みを発揮し、地域ごとに資源が循環する自立・分散型の社会を形成しつつ、より広い広域的ネッ

トワークを構築し、支え合う「地域循環共生圏」（図 2）を創造して、持続可能な地域社会を構築

する構想が掲げられた。

　環境教育は、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律において、「持続可能な社会

の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場において、環境と社会、経済及び

文化とのつながりその他環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全に関する教

育及び学習」と定義付けられており、持続可能な社会作りを目指す SDGs 達成や地域循環共生圏

の創造と、目的を共有する。また、我が国の環境教育は、持続可能な開発のための教育（ESD）

と一体的に推進している中で、ESD について、2017 年のユネスコ国内委員会において、「教育は

SDGs の目標 4 に位置付けられており、ESD は目標 4 の中のターゲット 4.7 に記載されている。

しかし、教育については、『教育がすべての SDGs の基礎』であり、『すべての SDGs が教育に期

待』している、とも言われてます」とされた。さらに、2019 年 12 月には、国連で ESD のこれ

から 10 年の推進枠組みとして「ESD for 2030」が採択され、ESD については、SDGs の実現

のための人づくりであることが明確となったところである（図 3）。このように、環境教育の目的
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図1　持続可能な開発目標（SDGs）
　　　出典：国連広報センター

図2　地域循環共生圏
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に、SDGs 達成や地域循環共生園のための人づくりの観点が加わりつつ、環境教育に対する期待

は、近年増大している。

　環境教育の内容に関する最近の動向を、平成 30 年 6 月に改定された環境教育等促進法に基づ

く基本方針に見ると、環境教育の方向性として、「持続可能な社会づくりへの主体的な参加」と、

循環と共生という観点からの参加の意欲を育むための「体験活動」の促進が重要であるとされてい

る。「体験活動」の内容は、自然体験だけでなく、持続可能な社会づくりを支える現場に触れる社

会体験、日常の生活と異なる文化や慣習等に触れる生活体験、ロールモデルとなるような人との交

流体験といったように、広い視点から捉えている。また、「体験活動」のプロセスも、感性を働か

せるインプットだけでなく、その中から見いだした意味や価値を他者に表現するアウトプットまで

を重視している。

　幼児期における「体験活動」は、自然環境に親しみ、関心や愛情を育むことができ、生涯にわた

り持続可能な社会の創り手として育成する基盤を培う教育といえる。一方で、個人の資質・能力の

育成という視点だけでなく、森林や里山、田園や河川等の地域固有の自然環境のほか、地域の文化

や、地域に住む人々といった多様な地域資源を活かしており、地域の視点を取り入れることで、地

域住民や団体等の交流を促進させ、地域そのものの価値や魅力を高めるなど、地域を活性化させる

力を持っている。このような子育てを核とした地域づくりは、例えば、都市部からの若年世代の移

住促進や、地域間の交流促進などにもつながっており、少子高齢化や若年人口の減少といった課題

を抱える地域において、持続可能な社会づくりという観点から、更に幼児期の環境教育の取組が広

がり、充実したものとなっていくことが期待される。

環境教育の系譜

環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに
協働取組に関する基本的な⽅針
（平成30年６⽉閣議決定）

国
際

・環境教育等促進法に基づく有識者会議（環境教育等専⾨家会議）にお
いて、４回にわたり法の施⾏状況について検討を⾏い、平成30年６⽉
に法に基づく基本⽅針を変更。

・⼈々の環境配慮⾏動等を鑑み、「持続可能な社会づくりへの主体的な
参加」と、循環と共⽣という観点からの参加意欲を育むための「体験
活動」の促進や、地域や企業が取り組む「体験の機会の場」の活⽤等
を図ることとしている。

「国連ESDの10年」（2005～2014年）「国連ESDの10年」（2005～2014年）

環境基本法
(1993年11月公布)
第25条に環境教育等
の推進を規定

公害教育、自然体験学習等の積極化
<1971年学習指導要領において公害教育を明記＞

先進国から地球規模の課題への変化
<地球温暖化> <資源の浪費> <生態系の危機＞

国際社会での持続可能性の概念の登場

環境保全への理解と取組の意欲
を高めるため、環境教育の振興
や情報の提供や理念、方針、人
材育成等について規定。

持続可能な開発に関する世界首脳会議
（ヨハネスブルグ・サミット）
「持続可能な開発のための教育(ESD)の10
年」を我が国が提案

1970年代

経済成長に伴う
公害問題

ＥＳＤの理念をより明確化。家庭、職場、地域等
のあらゆる場で自発的な環境教育が行われるよう、
幅広い実践的人材づくりにつながる認定制度等を
充実させるとともに、協働取組に係る具体的規定
を追加。

環境教育等促進法(2011年6月公布：議員立
法)

ESDに関するユネスコ世界会議
「国連ESDの10年」の後継プログラムとし
ての「GAP(Global Action Program)」の
開始と「あいち・なごや宣言」の採択

国
内

国連環境開発会議
（リオ・サミット）
「持続可能な開発」のた
めの教育の重要性を確認

※ESD：Education for Sustainable Developmentの略称。

環境教育推進法
(2003年7月公布：議員立法)

ＥＳＤ国内実施計画の策定

1990年代

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）への展
開
・学校のみならず、家庭等あらゆる場所での教育
・⼈と社会との関係性、主体的⾏動⼒を養う教育
・社会を担う各主体（企業、ＮＧＯ等）の協働を重視

環境教育の制度化

・関係省庁連絡会議（１１省庁，事務局：環境省、⽂
部科学省）にて決定（H28.3⽉）。
・各関係主体の有識者からなる円卓会議を設置し、意
⾒を聴取。
・GAPの優先５分野（①政策的⽀援、②機関包括的取
組、③教育者の育成、④ユースの参画、⑤地域コミュ
ニティの参加）に従い、施策を明記。
・ＥＳＤ推進ネットワークの推進。

国連総会
ＧＡＰの経験を土台に、後継
の推進枠組「ＥＳＤ：
Towards achieving the 
SDGs(ESD for 2030）」を採
択。2020年６月より実施。

次期ＥＳＤ国内実施計画
を策定予定

図3　環境教育推進方策


